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１．は じ め に
厚生労働省の推計によると、認知症高齢者
は２０１２年時点で４６２万人であり、６５歳以上の
約７人に１人が認知症であるという。さらに、
団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年には認知
症高齢者は７００万人前後に増えるとの推計を
示した。
こうした状況を踏まえ、２０１２年には「認知
症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」
が策定され、全国の自治体で認知症の人とそ
の家族の支援体制を緊急かつ計画的に整備す
る取り組みを推進するとした。その内容とし
ては、「認知症ケアパスの作成・普及」「認知
症の早期診断・早期対応の体制整備」「地域
での生活を支える医療介護サービスの構築」
などが挙げられている。２０１３年から２０１７年ま
での整備目標として具体的な数値も挙げられ
ており、「認知症初期集中支援チーム」はす
でに全国でモデル事業を実施し、２０１５年から
は制度化される見通しである。地域での日常
生活・家族への支援の強化の具体策として普
及が推進された「認知症カフェ」についても
全国で取り組みが広がっており、その効果や
役割について報告されている（武地一，２０１４、
江口恭子・鈴木和代・苅山和生他，２０１４）。こ
れらは「地域で生活を支える」ことに重点を
置いた施策であり、「家族の支援の強化」も
打ち出されている（厚生労働省，２０１２）。
しかし一方で、２０１６年度から介護報酬の
２．２７％の引き下げが予定されている。認知症
の人の地域での生活を支えるためには、家族
介護のみではなく介護施設や介護サービスを
利用することが不可欠といえる。介護報酬の
引き下げによって、不足している介護サービ
ス等がさらに利用しにくい状況になることが
懸念されている。特に在宅介護を行っている
家族介護者は、介護において様々な困難を抱
えながらも介護サービス等を活用し介護を継
続しているケースが多い。
本研究は、認知症介護において家族介護者
が抱える困難の状況を把握し課題を明らかに
すること、困難への対処において必要とされ
る有効な支援について探る手がかりを得るこ
とを目的とした。
２．調査の概要
２０１３年１０月～１１月、北海道認知症の人を支
える家族の会の協力を得て質問紙調査を実施
した。家族会支部を通して質問紙を配布し、
郵送により回収した。５５０部配布し、回収数３４１
部（６２％）であった。倫理的配慮として、回
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答内容から個人が特定されることはないこと、
研究以外の目的では使用しないことを書面で
説明し、同意を得た場合に返送を依頼した。
なお、家族介護者は高齢の場合も多く、基本
的な属性等が数項目未記入のまま返送された
ものもあったが、介護の状況や支援について
は熱心に記入されていた。ここでは、特に必
要とされる支援を探ることに重点を置いてい
るため、すべての回収された質問紙を分析対
象とした。
３．調査の結果
 対象者の属性（表１，２）
現在または過去に認知症の人を在宅で介護
している（していた）家族介護者を対象とし
て調査を行った。家族介護者の性別は男性６８
名（１９．９％）、女性２５５名（７４．８％）であった。
年齢は６０歳代が１２３名（３６．１％）と最も多く、
次いで７０歳代が７７名（２２．６％）、５０歳代が６７
名（１９．６％）であった。介護者として若い世
代では４０歳代が１５名（４．４％）、３９歳以下が５
名（１．５％）となっている。８０歳以上は３１名
（９．１％）であった。
 介護年数と被介護者の続柄（表３，４）
介護年数は３～５年が９７名（２８．４％）、６
～９年が８５名（２４．９％）、１０～１４年が６９名
（２０．２％）となっており、３年以上１５年未満
が７０％以上を占める。１年未満が１８名
（５．３％）、１～２年が３３名（９．７％）、１５～１９
年が１５名（４．４％）、２０～２４年が９名（２．６％）、
２５年以上が４名（１．２％）となっている。被
介護者である認知症の人の続柄をみると、実
母が１２２名（３０．４％）と最も多く、次いで夫
が７３名（１８．２％）、姑が７２名（１８．０％）となっ
ている。続いて、妻が３９名（９．７％）、実父が
３７名（９．２％）、舅と兄弟姉妹が各１５名（各
３．７％）、娘または息子が１０名（２．５％）、その
他１３名（３．２％）である。その他には叔母
（伯母）が５名、祖母が２名含まれる。
表１ 介護者の性別
回答数 ％
男性 ６８ １９．９
女性 ２５５ ７４．８
未記入 １８ ５．３
合計 ３４１ １００．０
表２ 介護者の年齢
回答数 ％
３９歳以下 ５ １．５
４０代 １５ ４．４
５０代 ６７ １９．６
６０代 １２３ ３６．１
７０代 ７７ ２２．６
８０代以上 ３１ ９．１
未記入 ２３ ６．７
合計 ３４１ １００．０
表３ 介護年数
回答数 ％
１年未満 １８ ５．３
１～２年 ３３ ９．７
３～５年 ９７ ２８．４
６～９年 ８５ ２４．９
１０～１４年 ６９ ２０．２
１５～１９年 １５ ４．４
２０～２４年 ９ ２．６
２５年以上 ４ １．２
未記入 １１ ３．２
合計 ３４１ １００．０
表４ 認知症の人の続柄（複数回答）
回答数 ％
夫 ７３ １８．２
妻 ３９ ９．７
実父 ３７ ９．２
実母 １２２ ３０．４
舅 １５ ３．７
姑 ７２ １８．０
きょうだい（兄・姉・弟・妹） １５ ３．７
子ども（娘・息子） １０ ２．５
その他 １３ ３．２
未記入 ５ １．２
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 在宅介護における困難を感じる時期（表
５）
在宅介護を行っているなかで家族介護者が
困難と感じる事柄や時期について質問した。
困難を感じた時期としては、介護開始から３
～５年目が１０２名（３０．０％）、１～２年目が９２
名（２７．０％）となっており、半数を占める。
また介護開始から１年未満で５９名（１７．３％）
が困難を感じていることがわかる。６～９年
が６４名（１８．８％）、１０～１４年が１３名（３．８％）、
１５～１９年と２０～２４年が各４名（各１．２％）、２５
年以上が１名（０．３％）となっている。また、
困難を感じた時期はないとの回答が４名
（１．２％）あった。
 在宅介護における困難の内容（表６）
認知症の在宅介護においてどのような困難
を抱えるのか選択肢を提示し、複数回答を求
めた。なお、困難の内容については、認知症
の人と家族の会による「認知症の介護家族が
求める家族支援のあり方研究事業報告書」
（２０１２）を参考とした。得られた回答につい
ては多いものから順に、「ストレスや疲労感
が増加した」２５０名（７３．３％）、「自分が自由
表５ 困難を感じた時期（複数回答）
回答数 ％
１年未満 ５９ １７．３
１～２年 ９２ ２７．０
３～５年 １０２ ３０．０
６～９年 ６４ １８．８
１０～１４年 １３ ３．８
１５～１９年 ４ １．２
２０～２４年 ４ １．２
２５年以上 １ ０．３
なし ４ １．２
未記入 １３ ３．８
表６ 困難の内容（複数回答）
回答数 ％
仕事を退職したり転職した ４３ １２．６
仕事がうまくいかなくなった １５ ４．３
収入が減った ４２ １２．３
支出が増えた ８０ ２３．５
ストレスや疲労感が増加した ２５０ ７３．３
体調が悪くなった １３３ ３９．０
家事時間が増加した １１３ ３３．１
子どものことに手が回らない ２１ ６．２
時間のやりくりが難しくなった １１６ ３４．０
家族と認知症の人との関係が悪くなった ７６ ２２．３
家族の関係がうまくいかなくなった ４４ １２．９
ご近所との関係がうまくいかなくなった １４ ４．１
親族との関係がうまくいかなくなった ４９ １４．４
家族の結束が弱くなった １２ ３．５
周りの人の態度が変わった ２０ ５．９
話や愚痴を聞いてもらえる人がいない ６０ １７．６
自分の状況を理解してくれる人がいない ６０ １７．６
気軽に相談できる相手がいない ６１ １７．９
睡眠時間が減った １４２ ４１．６
自分が自由に使える時間がなくなった １７７ ５１．９
その他 １７ ５．０
未記入 ８ ２．３
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に使える時間がなくなった」１７７名（５１．９％）、
「睡眠時間が減った」１４２名（４１．６％）、「体
調が悪くなった」１３３名（３９．０％）、「時間の
やりくりが難しくなった」１１６名（３４．０％）、
「支出が増えた」８０名（２３．５％）、「家族と認
知症の人との関係が悪くなった」７６名
（２２．３％）、「気軽に相談できる相手がいない」
６１名（１７．９％）、「話や愚痴を聞いてもらえる
人がいない」６０名（１７．６％）、「自分の状況を
理解してくれる人がいない」６０名（１７．６％）、
「親族との関係がうまくいかなくなった」４９
名（１４．４％）、「家族との関係がうまくいかな
くなった」４４名（１２．９％）、「仕事を退職した
り転職した」４３名（１２．６％）、「収入が減った」
４２名（１２．３％）、「子どものことに手が回らな
い」２１名（６．２％）、「周りの人の態度が変わっ
た」２０名（５．９％）、「仕事がうまくいかなく
なった」１５名（４．３％）、「ご近所との関係が
うまくいかなくなった」１４名（４．１％）、「家
族の結束が弱くなった」１２名（３．５％）であっ
た。「その他」には「なし」という記入もあ
り、困難を感じなかったという回答もあった。
また「介護により病気になり、自分が介護さ
れる側になった」「長時間の外出が難しい」
「ケアマネやヘルパーとの関係で悩んだ」と
いう回答もみられた。
 困難への対処（表７）
このような困難に対しての対処方法の一つ
としてどこに相談しているか質問した。「家
族に相談した」２４４名（７１．６％）、「専門職に
相談した」２７４名（８０．４％）と、７割の人が
家族に、８割の人が専門職に相談している。
家族の内訳としては、「夫」１１１名、「娘」９５
名、「息子」７０名が多く、専門職では「ケア
マネジャー」１８９名、次いで「かかりつけ医」
９４名である。他に、「友人に相談した」７５名
（２２．０％）、「近所の人に相談した」１３名
（３．８％）、「相談しなかった」３０名（８．８％）
となっている。「その他」８１名（２３．８％）と
多数であるのは、家族会の会員を調査対象と
したため、家族会への相談がその他に含まれ
ているためである。
 困難を防ぐには（表８）
次に、どのようなことがあれば困難を感じ
ることを防げると考えるかを質問した。多い
順に「認知症対応サービスの充実」２６１名
（７６．５％）、「相談窓口の充実」２５６名
（７５．１％）、「周囲の人の認知症介護に対する
理解」１７９名（５２．５％）、「周囲の人の認知症
に対する理解」１５４名（４５．２％）、「認知症に
対する社会の理解」１４３名（４１．９％）となっ
ている。
表７ 困難への対処（複数回答）
回答数 ％
家族に相談した ２４４ ７１．６
専門職に相談した ２７４ ８０．４
友人に相談した ７５ ２２．０
近所の人に相談した １３ ３．８
相談しなかった ３０ ８．８
その他 ８１ ２３．８
未記入 ６ １．８
表８ 困難を防ぐには（複数回答）
回答数 ％
相談窓口の充実 ２５６ ７５．１
認知症対応サービスの充実 ２６１ ７６．５
認知症に対する社会の理解 １４３ ４１．９
周囲の人の認知症に対する理解 １５４ ４５．２
周囲の人の認知症介護に対する
理解 １７９ ５２．５
その他 １０ ２．９
未記入 １０ ２．９
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 相談の時期（表９）
認知症の症状が出始めてから、どの時期に
相談できるところがあるとよいと考えるかを
質問した。「発症後すぐ」が１９９名（５８．４％）
と最も多く、次いで１年未満が８９名（２６．１％）、
１～２年が５０名（１４．７％）、３～５年が２４名
（７．０％）、６～９年が１４名（４．１％）、１０年以
上が１１名（３．２％）となっている。「進行に伴
い、相談したい内容も変わる」「どの時期も
その時々の困難がある」という回答もあった。
 施設入所の時期と入所施設（表１０，１１）
在宅介護から施設入所へ移行した１０７名に
その時期について質問した。施設入所は在宅
介護何年目のときかという質問に対して、多
い順に「３年目」１８名（１６．８％）、「５年目」
１４名（１３．１％）、「１年目」「６年目」「８年目」
「１０年目」各９名（各８．４％）、「７年目」５
名（４．７％）、「１２年目」４名（３．７％）、「９年
目」「１３年目」「１４年目」各２名（各１．９％）、
「１５年目」「２０年以上」各１名（各０．９％）と
なっている。
また、入所施設の種類については、「特別
養護老人ホーム」３４名（３１．８％）、「グループ
ホーム」２０名（１８．７％）、「病院・診療所」１５
名（１４．０％）、「老人保健施設」１４名（１３．１％）、
「有料老人ホーム」６名（５．６％）、「ケアハ
ウス」４名（３．７％）となっている。「その他」
１４名（１３．１％）には、小規模多機能ホームや
デイサービスの泊りサービスが含まれる。ま
た、複数の施設を転々としている場合や福祉
施設と病院の行き来を繰り返している場合も
「その他」と回答している。
４．考 察
 家族介護者の状況
家族介護者の性別は女性が７割以上を占め、
年齢は６０歳代、７０歳代、５０歳代の順である。
被介護者の続柄として、実母が３割、夫と姑
がそれぞれ２割弱であることから、５０歳代、
表９ 相談の時期（複数回答）
回答数 ％
発症後すぐ １９９ ５８．４
１年未満 ８９ ２６．１
１～２年 ５０ １４．７
３～５年 ２４ ７．０
６～９年 １４ ４．１
１０年以上 １１ ３．２
未記入 ２５ ７．３
表１０ 施設入所の時期
回答数 ％
在宅介護期間１年 １１ １０．３
２年 ９ ８．４
３年 １８ １６．８
４年 ９ ８．４
５年 １４ １３．１
６年 １１ １０．３
７年 ５ ４．７
８年 ９ ８．４
９年 ２ １．９
１０年 ９ ８．４
１２年 ４ ３．７
１３年 ２ １．９
１４年 ２ １．９
１５年 １ ０．９
２０年以上 １ ０．９
合計 １０７ １００．０
表１１ 入所施設
回答数 ％
特別養護老人ホーム ３４ ３１．８
グループホーム ２０ １８．７
老人保健施設 １４ １３．１
ケアハウス ４ ３．７
有料老人ホーム ６ ５．６
病院・診療所 １５ １４．０
その他 １４ １３．１
合計 １０７ １００．０
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６０歳代の、介護者としては比較的若い世代で
は実母や姑を、７０歳代以降では夫の介護を行っ
ている場合が多いのではないかと推測できる。
また、認知症の人と家族の会が行った全国の
認知症の人を介護している家族を対象とした
調査（認知症の人と家族の会、２０１２）では、
夫の介護を行っている割合が３割弱となって
おり、他の項目と比較して異なっている点で
ある。また、介護年数は６年以上が半数を超
える結果となっており、介護は長期間に渡る
ことが多いことがわかる。被介護者が複数と
答えている家族介護者は５４名おり、次々と介
護が必要となり長期間に渡る場合もあると思
われる。
 認知症の人の介護における困難
認知症の人の介護を始めて困難を感じた時
期としては、介護開始から１年未満で２割弱
の人が困難を感じ始め、１～２年目、３～５
年目と年数が経過するごとに増加している。
認知症の介護では初期の頃から家族介護者は
困難を抱えながら介護を行っており、認知症
の進行に伴って困難を感じることが増加して
いくことが推察できる。介護開始６年目以降
では困難を感じる割合が減少することから、
初期の段階での困難に対処できる支援が重要
であることがわかる。
困難の内容としては、ストレスや疲労感の
増加を７割以上の家族介護者が抱えており、
それが認知症の介護による困難だと認識して
いる。自由に使える時間がなくなったことも
半数の家族介護者が困難だと答えている。介
護サービスを組み合わせることによって、時
間の創出は可能と思われるが、サービスが不
足していたり使いにくい、または金銭面の問
題があることも考えられる。また、睡眠時間
が減ったり、体調が悪くなるなど健康面に関
する項目も割合が高く、介護に伴う支出の増
加や家族と認知症の人との関係性など環境面
での変化もある。気軽に相談できることや話
や愚痴を誰かに聞いてもらうこと、自分の状
況を理解してもらうことなどをそれぞれ２割
弱の家族介護者が求めている。これらは相談
窓口の充実や相談職等の専門職によって解消
できることであろう。また、質問項目以外に、
ケアマネジャーやヘルパーとの関係で悩むと
いう、介護によって生み出される新しい関係
性に困難を抱えることもある。介護による疲
労の解消や家族介護者の時間の創出、睡眠時
間の確保などのため、特に在宅介護を継続す
るにあたっては、さまざまな介護サービスを
利用することが必要になってくるが、ケアマ
ネジャーやヘルパーだけでなく、訪問看護師
や入浴サービスなど認知症の進行に伴ってサー
ビス提供者である第３者が自宅に出入りする
ことになる。そこでは介護による疲労は解消
できても、サービス提供者とかかわることへ
のストレスが高まる場合もあると考える必要
があろう。介護サービスをいくら利用しても
すべての困難が解消できるわけではない。こ
れらは困難を防ぐために必要なこととして、
認知症対応サービスの充実だけでなく、相談
窓口の充実を７割以上の人が求めていること
からも推察できる。
 相談職等の専門職の役割
認知症の介護における困難への対処方法の
１つとして、認知症介護に関して家族や専門
職へ相談することが挙げられる。どこに相談
しているか尋ねると、家族が７割、専門職が
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８割と家族介護者は多くが専門職と関わって
おり、認知症介護に関する相談もしているこ
とが明らかとなった。専門職のなかでもケア
マネジャーが７割を占め、認知症の介護を行っ
ている家族にとっては最も身近な専門職であ
ることがわかる。
また、困難を防ぐためには、ショートステ
イやデイサービス、入所施設等の認知症対応
サービスが充実することが必要とした家族介
護者が７割以上となっているが、同時に相談
窓口の充実を挙げた家族介護者もほぼ同数と
なる７割以上をしめている。相談窓口の内訳
としては、市役所や保健センター等よりも医
療機関や地域包括支援センターを挙げる割合
が多く、認知症の診断を受けたときや介護保
険サービスの利用を検討するときなどに関わ
る場所での相談を望んでいると考えられるの
ではないだろうか。
在宅介護から施設入所へ転換する時期とし
ては、介護開始から３年目と５年目が多い結
果となった。認知症の介護に伴いその周辺症
状の出現などからさまざまな困難に直面し、
３年や５年を一つの区切りとして入所となる
のではないかとも推測できる。介護開始早期
に困難を感じる人が多いことから、特別養護
老人ホームやグループホームの入所待ちをし
ている期間とも考えられる。また、入所施設
を転々としていたり、入退院を繰り返しなが
ら福祉施設との行き来をしているケースも少
なくないことから、施設入所となった後にも
家族の困難は出現すると考えられる。これら
のことから、介護期間や在宅・入所に限定し
ない柔軟な対応ができる相談窓口が必要であ
るといえる。
５．お わ り に
今回の調査では北海道認知症の人を支える
家族の会の会員を対象としたため、すでにほ
とんどの人が何らかの介護サービスを利用し、
家族会からの情報や相談を活用していたため、
長期間の介護を在宅で継続している場合も多
かったと考えられる。しかし、調査のなかで
は、家族会の会員でも相談窓口の充実を望ん
でいたり、介護開始すぐからの相談が必要と
答えている。
現在進行中の「認知症施策推進５か年計画
（オレンジプラン）」を遂行していくために
は、認知症初期集中支援チームが大きな役割
を担っているとされる（本間，２０１４）。認知症
の早期発見・早期診断や困難事例への対応を
期待されており、地域包括支援センター等の
認知症初期集中支援チームが初回アセスメン
ト訪問からチーム会議の開催、医療機関との
連携等の在宅初期集中支援を実施し、家族へ
の支援として対応方法のアドバイス等も盛り
込まれている。以前から一部の地域では実施
されており有効性も知られているというこの
システムがうまく運用され、家族介護者のニー
ズに合致することを期待したい。しかし、こ
のシステムについては、初期の対応に重点が
置かれており、今回の調査で明らかになった
ように「進行に伴い、相談したい内容も変わ
る」「どの時期もその時々の困難がある」と
いう家族介護者に対応できる相談体制の充実
が望まれる。今後、本調査の詳細な分析と、
家族介護者への面接調査等の実施により、具
体的なニーズの検討をおこなう必要性がある
と考える。
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